
議   第   ６６   号   

                     平成３１年 ２ 月１８日提出   

 

熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例の一部改正について 

 

 熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例の一部を次のように改正する。 

 

熊本市長  大 西 一 史   

 

熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例の一部を改正する条例 

 

熊本市都市計画・建築事務に関する手数料条例（平成１２年条例第２４号）の一部

を次のように改正する。 

 

 別表第１の２の項、３の項及び５の項中「第８７条の２」を「第８７条の４」に改

め、同表７の項中「により」を「による」に改め、同表８の項中「第８７条の２」を

「第８７条の４」に、「により」を「による」に改め、同表１１の項及び１２の項中「第

８７条の２」を「第８７条の４」に改め、同表２０の項事務の欄及び名称の欄を次の

ように改める。 

法第４８条第１項から

第１４項までの規定の

ただし書の規定（法第

８７条第２項若しくは

第３項又は第８８条第

２項において準用する

場合を含む。）に基づく

建築等の許可（次項に

おいて「特例許可」と

いう。）の申請に対する

審査 

用途地域等に

おける建築等

に係る特例許

可申請手数料 
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別表第１中６７の項を７４の項とし、６４の項から６６の項までを７項ずつ繰り下

げ、６３の項を７０の項とし、同項の前に次のように加える。 

６６ 法第８７条の２第１項

の規定に基づく既存の

一の建築物について２

以上の工事に分けて用

途の変更を伴う工事を

行う場合の制限の緩和

に係る特例の認定の申

請に対する審査 

既存の一の建

築物について

２以上の工事

に分けて用途

の変更を伴う

工事を行う場

合の制限緩和

に係る特例認

定申請手数料 

27,000円 

６７ 法第８７条の２第２項

において準用する法第

８６条の８第３項の規

定に基づく既存の一の

建築物について２以上

の工事に分けて用途の

変更を伴う工事を行う

場合の制限の緩和に係

る特例の認定変更の申

請に対する審査 

既存の一の建

築物について

２以上の工事

に分けて用途

の変更を伴う

工事を行う場

合の制限緩和

に係る特例認

定変更申請手

数料 

27,000円 

６８ 法第８７条の３第５項

の規定に基づく興行場

等への一時的な用途変

更の許可の申請に対す

る審査 

興行場等への

一時的用途変

更許可申請手

数料 

120,000円 

６９ 法第８７条の３第６項

の規定に基づく特別興

行場等への一時的な用

途変更の許可の申請に

特別興行場等

への一時的用

途変更許可申

請手数料 

160,000円 
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対する審査 

 別表第１の６２の項中「分けて」の次に「増築等を含む」を加え、同項を同表６５

の項とし、同表６１の項中「分けて」の次に「増築等を含む」を加え、同項を同表    

６４の項とし、同表中６０の項を６３の項とし、３９の項から５９の項までを３項ず

つ繰り下げ、同表３８の項中「第６７条の３第９項第２号」を「第６７条第９項第２

号」に改め、同項を同表４１の項とし、同表３７の項中「第６７条の３第５項第２号」

を「第６７条第５項第２号」に改め、同項を同表４０の項とし、同表３６の項中「第

６７条の３第３項第２号」を「第６７条第３項第２号」に改め、同項を同表３９の項

とし、同表中３５の項を３８の項とし、２５の項から３４の項までを３項ずつ繰り下

げ、同表２４の項中「第５３条第５項第３号」を「第５３条第６項第３号」に改め、

同項を同表２７の項とし、同項の前に次のように加える。 

２６ 法第５３条第５項の規

定に基づく建築物の建

蔽率に関する特例の許

可の申請に対する審査 

前面道路の境

界線から後退

して壁面線の

指定がある場

合等における

建築物の建蔽

率の特例許可

申請手数料 

33,000円 

 別表第１の２３の項名称の欄中「建築物」を「隣地境界線から後退して壁面線の指

定がある場合等における建築物」に改め、同項を同表２５の項とし、同表中２２の項

を２４の項とし、２１の項を２３の項とし、同項の前に次のように加える。 

２１ 法第４８条第１６項第

１号の場合における建

築等の特例許可の申請

に対する審査 

用途地域等に

おける特例許

可を受けた建

築物の増築、

改築又は移転

に係る特例許

可申請手数料 

120,000円 

２２ 法第４８条第１６項第 用途地域等に 140,000円 
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２号の場合における建

築等の特例許可の申請

に対する審査 

おける日常生

活に必要な建

築物の特例許

可申請手数料 

別表第６備考第５項及び第６項、別表第８備考第３項及び第４項並びに別表第１０

備考第１２項及び第１３項中「第８７条の２」を「第８７条の４」に改める。 

   

附 則 

この条例は、公布の日又は建築基準法の一部を改正する法律（平成３０年法律第  

６７号）の施行の日のいずれか遅い日から施行する。 

 

（提出理由） 

建築基準法の一部を改正する法律（平成３０年法律第６７号）の施行に伴う手数

料の新設をする等のため、所要の改正を行う必要がある。 

これが、この条例案を提出する理由である。 
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